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　食品中に残留する農薬の規制に関する新たな制度が、来年（2006 年）5月までに導入される予定で
あり、その最終案が 6月に公表された。現行規制では、残留基準が設定されている277 種類の農薬等以
外の農薬等が残留していても流通が規制されないが、新制度ではこうした問題に対応した。最終案では、
715 種類の農薬等について残留基準を設定しただけでなく、残留基準が設定されていない農薬等に対し
ても一律基準を設定している。食品中に農薬等が基準を超えて残留する場合には、その販売等を原則的
に禁止する。なお、たとえば酢、重曹等一般に使用されている農薬等のうち、人の健康を損なうおそれ
のないことが明らかであるとされる物質は、対象外物質に指定される。今後は、2005 年11月までに
厚生労働省告示が行なわれ、それまでに残留農薬分析方法もとりまとめられる予定である。
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　食品中の残留農薬に関する新制度が、来年（2006
年）５月までに導入される予定である。この新制
度導入に向けて、２年前より、厚生労働省の薬事・
食品衛生審議会において農薬の残留基準等の検討
が進められており、その最終案が 2005 年６月に公
表され、パブリックコメントが２ヶ月間（６月３
日～８月２日）にわたって募集された。
　残留農薬に関する現行規制は、277 種類（2005
年６月時点）の農薬等（農薬、動物用医薬品およ
び飼料添加物）に対して、食品中の残留基準と分
析法を定め、食品中に残留基準を超えて農薬が残
留した場合には、国内品、輸入品を問わずその食
品の流通を禁止している。しかし、国内外で農産
物に使用される農薬には、食品中の残留基準が設
定されていない農薬もまだ数多く存在しており、
これらが食品中に残留していても基本的に流通は
規制されない。このような問題点を踏まえ、食品
中に残留する農薬の安全性の確保をこれまで以上
に進めるため、「食品衛生法等の一部を改正する法
律」（平成 15年法律第 55号、平成 15年５月 30日
交付）により、食品中に残留する農薬等に関する、
新制度が導入される予定である。
　本新制度は、715 種類の農薬等に関して食品中
残留基準等を設定し、基準を満たさない食品の販
売等を原則禁止するものであり、６月に公表され
た最終案では以下の３点が設定されている。①暫
定基準の設定：現行規制において残留農薬基準が
定められていない農薬等に対しては、国際基準で
あるコーデックス基準（注１）などを参考に暫定的
な残留農薬基準が定められた。なお設定された
暫定基準は、法令施行後５年毎に見直しが実施さ
れることになっている。②一律基準の設定：残留
基準が定められていない農薬等（新たに開発され
るものを含む）に対しては、基準として、一律に
0.01ppm（注２）が適用される。③対象外物質の指定：
一般に使用されている農薬等のうち、人の健康を
損なうおそれのないことが明らかであるとされる
物質（たとえば、酢、重曹等）を指定している。
　一方、食品中の残留農薬の分析法に関しては、
新規に分析対象となる農産物中の農薬、畜水産物
中の農薬、動物医薬品、飼料添加物に対する分析
手法の確立を目指して、国立医薬品食品衛生研究
所を中心に、2003 年より３年間の計画で進められ
ている。分析手法としては、複数の物質を一斉に
分析できる、ガスクロマトグラフ／質量分析計、
液体クロマトグラフ／質量分析計、高速液体クロ
マトグラフ、等を中心に検討されている。
　今後のスケジュールとしては、パブリックコメ
ントを参考に、薬事・食品衛生審議会にて審議が
行われた後、2005年 11月までに厚生労働省告示が
行われる。なお、分析方法も告示日までにはとりま
とめられる予定である。導入される新制度により、
食品の安全がより確保されることが期待される。
（注１）コーデックス基準：1962年に設立された、FAO（国
連食糧農業機関）／WHO（世界保健機関）合同食品基準
委員会により作成された国際食品規格。
（注２）0.01ppmの基準：残留農薬の割合が、１kgの農作
物あたりに農薬が 0.01mgを超えて残留してはならない基準
を意味している。なお、2005 年４月に欧州連合が導入した
残留農薬に関する制度においても、一律基準を 0.01ppmと
設定している。
